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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加熱部材と、弾性層を有し前記加熱部材と共にニップ部を形成する加圧部材と、を有し
、前記ニップ部で画像を担持する記録材を挟持搬送しつつ加熱する像加熱装置において、
　前記弾性層には、平均長さが１００μｍ～５００μｍ、熱伝導率が３００Ｗ／ｍ・Ｋ以
上である針状のピッチ系炭素繊維が１２ｖｏｌ％～２６ｖｏｌ％分散しており、前記加圧
部材の表面にプローブを押し付けて測定した場合の熱伝導率が０．５Ｗ／ｍ・Ｋ以上、前
記加圧部材の表面に硬度計を押し付けて測定した場合の硬度（アスカーＣ）が６５°以下
であることを特徴とする像加熱装置。
【請求項２】
　前記加熱部材は、エンドレスベルト状のフィルムと、前記フィルムの内面に接触するヒ
ータと、を有し、前記ニップ部は前記フィルムを介して前記ヒータと前記加圧部材によっ
て形成されていることを特徴とする請求項１に記載の像加熱装置。
【請求項３】
　画像を担持する記録材を挟持搬送しつつ加熱する像加熱装置に用いられる加圧部材であ
り、弾性層を有し加熱部材と共に記録材を挟持するニップ部を形成する加圧部材において
、
　前記弾性層には、平均長さが１００μｍ～５００μｍ、熱伝導率が３００Ｗ／ｍ・Ｋ以
上である針状のピッチ系炭素繊維が１２ｖｏｌ％～２６ｖｏｌ％分散しており、前記加圧
部材の表面にプローブを押し付けて測定した場合の熱伝導率が０．５Ｗ／ｍ・Ｋ以上、前
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記加圧部材の表面に硬度計を押し付けて測定した場合の硬度（アスカーＣ）が６５°以下
であることを特徴とする加圧部材。
【請求項４】
　記録材上に未定着画像を形成担持させる作像手段と、記録材上の未定着画像を記録材上
に固着させる定着手段を有する画像形成装置であり、前記定着手段として請求項１に記載
の像加熱装置を用いることを特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、加熱部材と加圧部材との圧接ニップ部にシート状の被加熱材を通紙して挟持
搬送させて加熱する加熱装置における加圧部材に関する。また該加圧部材を用いた像加熱
装置及び画像形成装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　上記のような、加熱部材と加圧部材との圧接ニップ部にシート状の被加熱材を通紙して
挟持搬送させて加熱する加熱装置の具体的代表例としては、例えば、電子写真複写機・静
電記録装置・ＬＢＰ等の画像形成装置において、電子写真・静電記録・磁気記録等の適宜
の画像形成プロセス手段により加熱溶融性の樹脂等より成る加熱定着性トナーを用いて記
録材（エレクトロファックスシート・静電記録シート・転写材シート・印刷紙など）の面
に直接方式もしくは間接（転写）方式で形成した、目的の画像情報に対応した未定着のト
ナー画像を該画像を担持している記録材面に固着画像として加熱定着処理する画像加熱定
着装置が挙げられる。以下これを例にして説明する。
【０００３】
　従来、画像加熱定着装置としては、所定の温度に温調制御された加熱部材としての加熱
ローラと、弾性層を有して該加熱ローラに圧接する加圧部材としての加圧ローラとからな
る一対のローラ間に記録材を通紙して挟持搬送しつつ加熱定着させる熱ローラ方式が多用
されている。
【０００４】
　最近では、固定支持された加熱体（ヒータ）と、該加熱体に対向圧接しつつ搬送される
耐熱性フィルム（定着フィルム）などを具備させてなる加熱部材としてのフィルムアセン
ブリと、該フィルムを介して記録材を加熱体に密着させる加圧部材を有し、加熱体の熱を
フィルムを介して記録材へ付与することで記録材面に形成担持されている未定着画像を記
録材面に加熱定着させる方式・構成のフィルム加熱方式が考案されている。この装置は、
その他、例えば画像を担持した記録材を加熱してつや（艶）等の表面性を改質する装置、
仮定着する装置などとして使用できる。
【０００５】
　この様なフィルム加熱方式の定着装置においては、加熱体として低熱容量加熱体を用い
ることができるため、従来の接触式加熱方式である熱ローラ方式やベルト加熱方式等の装
置に比べて省電力化・ウエイトタイム短縮化（クイックスタート）が可能となる、定着点
と記録材分離点が別々に設定できるのでオフセットが改善されるなど、従来の他の加熱方
式装置の種々の欠点を解決できる利点を有し、効果的なものである。
【０００６】
　上記従来例技術の場合には次のような問題点を有していた。熱ローラ方式では、連続し
て小さなサイズの記録材を用いて加熱定着動作を行った場合、記録材が接触する熱ローラ
部分（通紙域部分）と、接触しない熱ローラ部分（非通紙域部分）とでは放熱量に差が生
じる。即ち、記録材が通過していない熱ローラ領域部分では、記録材が通過する領域部分
よりも熱ローラ表面温度が高くなる。これは「非通紙部昇温」と呼ばれている現象である
。このような非通紙部昇温現象はフィルム加熱方式の装置においても生じる。
【０００７】
　熱ローラ方式、フィルム加熱方式ともに過度の非通紙部昇温が発生している状態が継続



(3) JP 4508692 B2 2010.7.21

10

20

30

40

50

することで、加圧部材である加圧ローラの熱損傷や耐久寿命の低下、高温オフセットを招
き、フィルム加熱方式においてはフィルムの熱損傷、走行性の不安定化をも発生すること
になる。
【０００８】
　特に、加熱体として低熱容量の加熱体を用いることのできるフィルム加熱方式の場合、
加熱体の熱容量が熱ローラ方式に比べて小さいので、加熱体の非通紙部昇温も大きく、加
圧ローラの耐久性能低下や高温オフセットも発生しやすい、また、フィルム駆動の不安定
性、フィルムのシワ等の問題も発生しやすい。
【０００９】
　この非通紙部昇温を低減させる手段として加圧ローラの熱伝導率を高くするという手法
が一般的に知られている。これは、弾性層の伝熱性を積極的に良化させる事で非通紙部昇
温温度の低下、つまり長手方向の熱の高低差が減少するという効果を得る事ができるとい
うものである。
【００１０】
　例えば特許文献１～３によれば、弾性層の熱伝導率を良化させるためにアルミナ、酸化
亜鉛、炭化珪素などの高熱伝導性フィラーをベースゴムに添加することが開示されている
。
【００１１】
　また特許文献４には熱伝導を良化させるために、弾性層にカーボンファイバーを含有さ
せた定着ベルトが開示され、特許文献５にはエラストマ－層に異方性充填材を含有させ、
ローラ厚み方向に熱伝導率を良化させる発明が開示されている。また、特許文献６によれ
ば、繊維状に織りつながった高熱伝導層を有する加圧ローラの発明が開示されている。
【特許文献１】特開平１１－１１６８０６号公報
【特許文献２】特開平１１－１５８３７７号公報
【特許文献３】特開２００３－２０８０５２号公報
【特許文献４】特開２００２－２６８４２３号公報
【特許文献５】特開２０００－３９７８９号公報
【特許文献６】特開２００２－３５１２４３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　しかし前記特許文献１～３の発明に開示されるアルミナ、酸化亜鉛、酸化珪素等のフィ
ラーにおいては、少量添加の場合は所望の熱伝導率を得る事が出来なくなり、多量に添加
した場合は加圧ローラの硬度が高くなりすぎてしまい、トナー定着プロセスに必要なニッ
プを得る事が出来なくなるという問題が生じる。また、フィラーを多量に添加しつつ加圧
ローラの低硬度化を図るために弾性層を形成するベースゴムの硬度を下げた場合には、ゴ
ムとしての耐久性能が不十分になるといったように、加圧ローラの耐久性能を維持しつつ
、高熱伝導化と低硬度化を図ると言った事は非常に困難であった。
【００１３】
　また、前記特許文献４～６の発明に開示される配合から得られる弾性層では、非通紙部
昇温を低下させうるほどの熱伝導率を有することはできず、従来からの問題点である加圧
ローラの熱的劣化、高温オフセット、フィルムのシワ等の問題はいぜん改善されない。
【００１４】
　しかしながら近年の画像形成装置の高速化によって、前述した非通紙部昇温はより厳し
い問題として顕在化してきている。これは加熱定着温度の高温化、定着ニップに紙が介在
しない状態いわゆる紙間時間の減少といった要因によるものであるが、装置の高速化は時
流であるため早急なる対策が望まれていた。
【００１５】
　そこで本発明は上記したような加熱装置の非通紙部昇温に起因する問題を解消するべく
、加圧部材の耐久性能を維持しつつ、高熱伝導化と低硬度化を図ることを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明は下記の構成を特徴とする、加圧部材、像加熱装置及び画像形成装置画像形成装
置である。
【００１７】
　（１）加熱部材と、弾性層を有し前記加熱部材と共にニップ部を形成する加圧部材と、
を有し、前記ニップ部で画像を担持する記録材を挟持搬送しつつ加熱する像加熱装置にお
いて、前記弾性層には、平均長さが１００μｍ～５００μｍ、熱伝導率が３００Ｗ／ｍ・
Ｋ以上である針状のピッチ系炭素繊維が１２ｖｏｌ％～２６ｖｏｌ％分散しており、前記
加圧部材の表面にプローブを押し付けて測定した場合の熱伝導率が０．５Ｗ／ｍ・Ｋ以上
、前記加圧部材の表面に硬度計を押し付けて測定した場合の硬度（アスカーＣ）が６５°
以下であることを特徴とする像加熱装置。
　（２）前記加熱部材は、エンドレスベルト状のフィルムと、前記フィルムの内面に接触
するヒータと、を有し、前記ニップ部は前記フィルムを介して前記ヒータと前記加圧部材
によって形成されていることを特徴とする（１）に記載の像加熱装置。
　（３）画像を担持する記録材を挟持搬送しつつ加熱する像加熱装置に用いられる加圧部
材であり、弾性層を有し加熱部材と共に記録材を挟持するニップ部を形成する加圧部材に
おいて、前記弾性層には、平均長さが１００μｍ～５００μｍ、熱伝導率が３００Ｗ／ｍ
・Ｋ以上である針状のピッチ系炭素繊維が１２ｖｏｌ％～２６ｖｏｌ％分散しており、前
記加圧部材の表面にプローブを押し付けて測定した場合の熱伝導率が０．５Ｗ／ｍ・Ｋ以
上、前記加圧部材の表面に硬度計を押し付けて測定した場合の硬度（アスカーＣ）が６５
°以下であることを特徴とする加圧部材。
【００１８】
【００１９】
【００２０】
【００２１】
【００２２】
【００２３】
【００２４】
【００２５】
【００２６】
　（４）記録材上に未定着画像を形成担持させる作像手段と、記録材上の未定着画像を記
録材上に固着させる定着手段を有する画像形成装置であり、前記定着手段として（１）に
記載の像加熱装置を用いることを特徴とする画像形成装置。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、加熱部材に圧接するように配設され、加熱部材との圧接ニップ部で被
加熱材を挟持搬送して加熱する、弾性層を有する加圧部材について、加圧部材の耐久性能
を維持しつつ、高熱伝導化と低硬度化を図ることが可能となった。それにより加圧部材の
耐久性を維持しつつ非通紙部昇温に起因する問題の無い、像加熱装置および画像形成装置
を提供することができた。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
【実施例１】
【００２９】
　（１）画像形成装置例
　画像形成装置は、記録材上に転写方式あるいは直接方式で未定着画像を形成担持させる
作像手段と、記録材上の未定着画像を記録材上に固着させる定着手段を有する。
　図１はその画像形成装置の一例の概略構成図である。本例の画像形成装置は転写式電子
写真プロセス利用のレーザービームプリンターである。
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【００３０】
　１は像担持体としての回転ドラム型の電子写真感光体（以下、感光ドラムと記す）であ
り、矢印ａの時計方向に所定の周速度（プロセススピード）にて回転駆動される。感光ド
ラム１は、ＯＰＣ・アモルファスＳｅ・アモルファスＳｉ等の感光材料層を、アルミニウ
ムやニッケルなどのシリンダ（ドラム）状の導電性基体の外周面に形成した構成から成る
。
【００３１】
　感光ドラム１はその回転過程で帯電手段としての帯電ローラ２により所定の極性・電位
に一様に帯電処理される。その回転感光ドラム１の一様帯電面に対してレーザービームス
キャナ３から出力される、目的の画像情報の時系列電気デジタル画素信号に対応して変調
制御（ＯＮ／ＯＦＦ制御）されたレーザービームによる走査露光Ｌがなされることにより
、回転感光ドラム面に目的の画像情報の静電潜像が形成される。
【００３２】
　その形成潜像が現像装置４でトナーＴにより現像されて可視化される。現像方法として
は、ジャンピング現像法、２成分現像法、ＦＥＥＤ現像法などが用いられ、イメージ露光
と反転現像との組み合わせで用いられることが多い。
【００３３】
　一方、給紙ローラ８の駆動により給紙カセット９内に収容の記録材としての転写材Ｐが
一枚宛繰り出されて、ガイド１０・レジストローラ１１を有するシートパスを通って感光
ドラム１と転写ローラ５の圧接部である転写ニップ部に所定の制御タイミングにて給送さ
れ、その給送転写材Ｐの面に感光ドラム１面側のトナー画像が順次に転写されていく。
【００３４】
　転写ニップ部を出た転写材は回転感光ドラム１の面から順次に分離されて、搬送装置１
２で加熱装置としての加熱定着装置６に導入されてトナー画像の熱定着処理を受ける。加
熱定着装置６については次の（２）項で詳述する。
【００３５】
　加熱定着装置６を出た転写材Ｐは搬送ローラ１３・ガイド１４・排紙ローラ１５を有す
るシートパスを通って、排紙トレイ１６にプリントアウトされる。
【００３６】
　また、転写材分離後の回転感光ドラム面はクリーニング装置７により転写残りトナー等
の付着汚染物の除去処理を受けて清浄面化され、繰り返して作像に供される。
【００３７】
　本実施の形態においては、プリントスピードが３５枚／分（Ａ４横）、ファーストプリ
ントタイム１０ｓｅｃ、プリント信号入力から定着ニップ部に紙が突入するまで６ｓｅｃ
のＡ３対応画像形成装置を使用した。また、トナーＴはスチレンアクリル樹脂を主材とし
、これに必要に応じて荷電制御剤、磁性体、シリカ等を内添、外添したガラス転移点５５
～６５℃のものを使用した。
【００３８】
　（２）加熱定着装置６
　図２は本例で用いた加熱装置としての加熱定着装置６の概略構成模型図である。本例の
加熱定着装置６は、特開平４－４４０７５～４４０８３号公報、同４－２０４９８０～２
０４９８４号公報等に記載のいわゆるテンションレスタイプのフィルム加熱方式・加圧回
転体（加圧ローラ）駆動方式の像加熱装置である。
【００３９】
　２１は横断面略半円弧状・樋型で、図面に垂直方向を長手とする横長のフィルムガイド
部材（スティ）、２２はこのフィルムガイド部材２１の下面の略中央部に長手に沿って形
成した溝内に収容保持させた横長の加熱体、２３はこの加熱体付きのフィルムガイド部材
２１にルーズに外嵌させたエンドレスベルト状（円筒状）の耐熱性フィルムである。これ
ら２１～２３は加熱部材側部材である。
【００４０】
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　２４はフィルム２３を挟ませて加熱体２２の下面に圧接させた加圧部材としての弾性加
圧ローラである。Ｎはフィルム２３を挟ませて加熱体２２に圧接させた加圧ローラ２４の
弾性層２４ｂの弾性変形によって加熱体２２との間に形成された圧接ニップ部（定着ニッ
プ部）である。加圧ローラ２４は駆動源Ｍの駆動力が不図示のギア等の動力伝達機構を介
して伝達されて所定の周速度で矢印ｂの反時計方向に回転駆動される。
【００４１】
　フィルムガイド部材２１は、例えば、ＰＰＳ（ポリフェニレンサルファイト）や液晶ポ
リマー等の耐熱性樹脂の成形品である。
【００４２】
　加熱体２２は、本例は、アルミナ等の横長・薄板状のヒータ基板２２ａ、その表面側（
フィルム摺動面側）に長手に沿って形成具備させた線状あるいは細帯状のＡｇ／Ｐｂなど
の通電発熱体（抵抗発熱体）２２ｂ、ガラス層等の薄い表面保護層２２ｃ、ヒータ基板２
２ａの裏面側に配設したサーミスタ等の検温素子２２ｄ等からなる全体に低熱容量のセラ
ミックヒータである。このセラミックヒータ２２は通電発熱体２２ｂに対する電力供給に
より迅速に昇温し、検温素子２２ｄを含む電力制御系により所定の定着温度に温調される
。
【００４３】
　耐熱性フィルム２３は、熱容量を小さくして装置のクイックスタート性を向上させるた
めに、膜厚を総厚１００μｍ以下、好ましくは６０μｍ以下２０μｍ以上とした、耐熱性
・離型性・強度・耐久性等のあるＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）・ＰＦＡ（テ
トラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル）・ＰＰＳ等の単層フィル
ム、あるいはポリイミド・ポリアミドイミド・ＰＥＥＫ（ポリエーテルエーテルケトン）
・ＰＥＳ（ポリエーテルスルホン）等のベースフィルムの表面にＰＴＦＥ・ＰＦＡ・ＦＥ
Ｐ（テトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル）等を離型層として
コーティングした複合層フィルム等である。
【００４４】
　加圧ローラ２４は、鉄やアルミニウム等の芯金２４ａと、次の（３）項で詳述する材料
、製造法にて得られる弾性層２４ｂ等からなる。
【００４５】
　フィルム２３は、少なくとも画像形成実行時に加圧ローラ２４が矢印ｂの反時計方向に
回転駆動されることで、該加圧ローラ２４の回転駆動により圧接ニップ部Ｎにおいて加圧
ローラ２４とフィルム２３の外面との摩擦力でフィルム２３に回転力が作用して、フィル
ム内面が圧接ニップ部Ｎにおいて加熱体２２の表面である下面に密着して摺動しつつフィ
ルムガイド部材２１の外回りを矢印ａの時計方向に所定の周速度、即ち画像転写部側から
搬送されてくる、未定着トナーＴを担持した転写材Ｐの搬送速度と略同一の周速度で回転
駆動される。この場合、フィルム２３の内面とこれが摺動する加熱体下面との摺動抵抗を
低減するために両者間に耐熱性グリス等の潤滑剤を介在させるとよい。
【００４６】
　而して、加圧ローラ２４の回転駆動によりフィルム２３が回転され、また加熱体２２が
所定の定着温度に立ち上がって温調された状態において、圧接ニップ部Ｎの加圧ローラ２
４とフィルム２３との間に未定着トナー画像を有する被加熱材としての転写材Ｐがそのト
ナー画像担持面側をフィルム２３側にして導入されて圧接ニップ部Ｎにおいてフィルム外
面に密着し、フィルム２３と一緒に圧接ニップ部Ｎを挟持搬送されていくことにより、加
熱体２２の熱がフィルム２３を介して付与されまた圧接ニップ部Ｎの加圧力を受けて未定
着トナー画像が転写材Ｐの面に熱圧定着される。圧接ニップ部Ｎを通った転写材Ｐはフィ
ルム２３の外面から分離されて搬送される。
【００４７】
　本例のようなフィルム加熱方式の装置６は、熱容量が小さく昇温の速い加熱体２２を用
いることができ、加熱体６が所定の温度に達するまでの時間を大きく短縮できる。常温か
らでも容易に高温に立ち上げることができるため、非プリント時に装置が待機状態にある



(7) JP 4508692 B2 2010.7.21

10

20

30

40

50

ときのスタンバイ温調をする必要がなく省電力化できる。
【００４８】
　また、回転するフィルム２３には圧接ニップ部Ｎ以外には実質的にテンションが作用し
ないこと、装置の簡略化等の理由でフィルム寄り移動規制手段としてはフィルム２３の端
部を単純に受け止めるだけのフランジ部材のみを配設している。
【００４９】
　（３）加圧ローラ２４
　上記加熱定着装置６における加圧部材としての加圧ローラ２４について、それを構成す
る材料、成型方法等を以下に詳細に説明する。
【００５０】
　３－１）加圧ローラ２４の層構成
　図３は加圧ローラ２４の層構成模型図である。この加圧ローラ２４は、芯金２４ａの外
周に少なくとも、
　ａ：シリコーンゴムに代表されるような柔軟で耐熱性のある材料からなる弾性層２４ｂ
と、
　ｂ：フッ素樹脂またはフッ素ゴムに代表されるような加圧ローラ表面に好適な材料から
なる離型層２４ｃ
　を積層した加圧ローラである。
【００５１】
　本発明における加圧ローラ２４の熱伝導率は、迅速熱伝導率計（ＱＴＭ－５００、京都
電子工業株式会社製）を用いて、プローブ（ＰＤ－１３、京都電子工業株式会社製）を加
圧ローラ２４表面に十分な接触が得られるよう押しつけて室温で測定を行った。
【００５２】
　この加圧ローラの熱伝導率を０．５Ｗ／ｍ・Ｋ以上にすることにより非通紙部昇温、つ
まり加圧ローラ温度を低下させることが可能となり加圧ローラ２４の耐久性能劣化、高温
オフセットを防止する事が可能となる。更に好ましくは、加圧ローラ２４の熱伝導率を０
．８Ｗ／ｍ・Ｋ以上にすることにより、プロセススピードや定着温度の増加を行ったとし
ても、非通紙部昇温を低下させることが可能となるため、定着性の低下や通紙枚数の低下
などのスペックダウンをせずに高速定着が可能となる。
【００５３】
　この加圧ローラ２４の熱伝導率の上限は本発明においては特に限定されないが、弾性層
が１層からなる実用的な加圧ローラの用途から鑑みれば熱効率を考慮して２Ｗ／ｍ・Ｋ以
下が好適と考えられる。
【００５４】
　また、本発明における加圧部材である加圧ローラ２４のローラ硬度Ｈｓ（アスカーＣ）
は、アスカーＣ硬度計（高分子計器製）を９．８Ｎ（１ｋｇｆ）の荷重で加圧ローラ表面
に押しつけて室温で測定を行った。
【００５５】
　この加圧ローラ２４のローラ硬度Ｈｓを６５°以下にすることにより、フィルム２３を
介してフィルムガイド部材２１と加圧ローラ２４にて形成される圧接ニップ部Ｎを実用的
な範囲で確保する事が可能となる。加圧ローラ硬度が６５°以上では必要なニップ幅を確
保するための加圧力が非常に高い値となり、各部品の損傷や磨耗、それらを防止するため
の補強による装置の拡大化等が発生し好ましくない。更に好ましくは、Ｈｓを６０°以下
にすることにより、ニップ幅Ｎを確保するための加圧力の低下、加圧力が同じであればニ
ップ幅Ｎを増加させる事でのトナー定着温度の低下などが可能となる。この加圧ローラ２
４のローラ硬度Ｈｓの下限は本発明においては特に限定されないが、実用的な加圧ローラ
２４の用途から鑑みれば耐久性を考慮して３０°以上が望ましいと考えられる。
【００５６】
　３－１－１）弾性層２４ｂ
　本発明の特徴である弾性層２４ｂについて説明する。加圧ローラ２４に用いられる弾性
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層２４ｂの厚さは所望の幅の圧接ニップ部Ｎを形成することができる厚さであれば特に限
定されないが、２～１０ｍｍであることが好ましい。また、本発明の特徴を超えない限り
は、弾性層２４ｂが複数層で形成されていても構わない。
【００５７】
　弾性層２４ｂは、熱伝導率λが３００Ｗ／ｍ・Ｋ以上であるフィラー２４ｄを含有する
ことにより、本発明の加圧部材としての加圧ローラ２４の特徴を好適に実施できる。この
ときの熱伝導率λは一般的な光交流法等によって求めることが可能である。更にこのフィ
ラー２４ｄが針状のフィラーであることにより、より好適に本発明の加圧ローラ２４の特
徴が現れる。
【００５８】
　針状のフィラーとしては、より具体的な形状として、短軸の長さが５～１１μｍであり
かつ長軸の長さ（平均長さ）が１００μｍ～５００μｍ程度のものが例示できる。更にこ
の様な針状フィラーとしては、ピッチ系炭素繊維が具体的な材料として例示でき、工業的
に入手容易である。一例としてシリコーンゴムに代表されるような柔軟で耐熱性のある材
料２４ｅに針状フィラー２４ｄを含有させた弾性層２４ｂの拡大写真を図４に示す。
【００５９】
　本発明においてフィラー２４ｄの弾性層中の含有量下限としては１２ｖｏｌ％であり、
これを下回ると熱伝導が低下してしまい期待する熱伝導の値が得られない。また含有量上
限としては２６ｖｏｌ％でありこれを上回ると硬度が上がってしまい期待する硬度の値が
得られない。即ち、本発明において弾性層には針状のピッチ系炭素繊維が１２ｖｏｌ％～
２６ｖｏｌ％分散している。
【００６０】
　本発明においては、発明の特徴の範囲を超えない限りは、弾性層２４ｂ中に、本発明に
記載されていないフィラーや充填材や配合剤が、公知の課題の解決手段として含まれてい
ても構わない。
【００６１】
　３－１－２）離型層２４ｃ
　離型層２４ｃは弾性層２４ｂ上にＰＦＡチューブを被せることにより形成しても良いし
、フッ素ゴムまたは、ＰＴＦＥ、ＰＦＡ、ＦＥＰなどのフッ素樹脂を弾性層上にコーティ
ングすることによって形成しても良い。なお、離型層２４ｃの厚さは加圧ローラ２４に充
分な離型性を付与することができる厚さであれば特に限定されないが、好ましくは２０～
５０μｍである。
【００６２】
　３－２）加圧ローラ２４の製造方法
　次に上記したような加圧ローラ２４の製造方法について説明する。
【００６３】
　３－２－１）まずベースポリマーとしては耐熱性を有し、かつ加工性に優れる液状シリ
コーン
ゴムを用いるのが好適である。
【００６４】
　液状シリコーンゴム材は、常温にて液状を呈し、熱により硬化してゴム状弾性を有する
シリコーンゴムとなるものであればよく、その種類等は特に限定されない。
【００６５】
　かかる液状シリコーンゴム材としては、アルケニル基含有ジオルガノポリシロキサンと
ケイ素原子結合水素原子含有オルガノハイドロジェンポリシロキサンと補強性充填剤とか
らなり、白金系触媒により硬化してシリコーンゴムとなる付加反応硬化型液状シリコーン
ゴム組成物、アルケニル基含有ジオルガノポリシロキサンと補強性充填剤とからなり、有
機過酸化物により硬化してシリコーンゴムとなる有機化酸化物硬化型シリコーンゴム組成
物、水酸基含有ジオルガノポリシロキサンとケイ素原子結合水素原子含有オルガノハイド
ロジェンポリシロキサンと補強性充填剤とからなり、有機錫化合物、有機チタン化合物、
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白金系触媒等の縮合反応促進触媒により硬化してシリコーンゴムとなる縮合反応硬化型液
状シリコーンゴム組成物が挙げられる。
【００６６】
　これらの中でも、硬化速度が速いことや硬化の均一性に優れていることから付加反応硬
化型液状シリコーンゴム材が好ましい。
【００６７】
　硬化物がゴム状弾性体になるためには直鎖状のジオルガノポリシロキサンを主成分とす
る粘度が、２５℃において１００センチポイズ以上であることが好ましい。
【００６８】
　この液状シリコーンゴム材には、本発明の目的を損なわない範囲で流動性を調節する、
または硬化物の機械的強度を向上させるために各種の充填材、必要に応じて顔料、耐熱剤
、難燃剤、可塑剤、接着付与剤などを配合されたものでも良い。
【００６９】
　なお、本発明において付加反応型液状シリコーンゴム原液は、フィラー配合後に所望の
ローラ硬度が達成されるために適した材料を、工業的に入手可能な範囲で、熱伝導フィラ
ーレスグレードのものから選択し用いた。
【００７０】
　３－２－２）次にベースポリマーに本発明に挙げられているフィラーを配合する。フィ
ラーの配合は、ベースポリマーとフィラーを所定の量を秤量し、遊星式の万能混合攪拌機
や３本ロールなど、公知のフィラー混合撹拌手段により分散させることが可能である。
【００７１】
　３－２－３）次に該シリコーンゴム材を芯金２４ａ上に加熱硬化形成する。加熱硬化し
ローラを形成する手段・方法は限定しないが、所定の内径を有するパイプ状金型に金属製
芯金２４ａを装着し、該シリコーンゴム材を注入し金型を加熱することによって、ローラ
を形成する方法が簡便であり好適である。
【００７２】
　ここで、温度としては７０℃～２００℃の範囲で良好であり、好ましくは７０℃～１５
０℃である。時間としては５分～５時間の範囲で良好であり、好ましくは１０分～１時間
である。この加熱硬化の温度×時間の選択は、装置や金型固有の設定条件でもあり、主に
弾性層の硬化反応や接着が問題のない程度であれば、各自最適な条件を設定することがで
きる。
【００７３】
　３－２－４）弾性層の硬化後の物性を安定させるため、シリコーンゴム弾性層中の反応
残渣および未反応低分子を除去することを目的とした２回目の加熱を行う。ここでの温度
としては１５０℃～２８０℃の範囲で良好であり、好ましくは２００℃～２５０℃である
。時間としては１時間～８時間までが良好であり、好ましくは２時間～４時間である。こ
の２回目の加熱の温度×時間の選択は、そのとき選択している材料固有の設定条件でもあ
り、主に硬化後の物性が安定する程度に、各自最適な条件を設定できる。
【００７４】
　３－２－５）最終工程として、離型層２４ｃとなるフッ素樹脂製チューブと、上記の弾
性層２４ｂとを接着プライマーを用いて積層し一体化させる。ここでも接着プライマーを
硬化させるための加熱を行う。なお、離型層は工程の最後に形成することは必ずしも必要
でなく、公知の手段に基づいて、各自最適な方法で形成することができる。
【００７５】
　（４）評　価
　加圧ローラ２４について、以下の各種の実施例ローラ１～６、及び比較例ローラ１～４
を作成して各種の性能評価をした。ここで、比較例ローラ１～４は従来の加圧ローラであ
る。
【００７６】
　なお、以下の各種の実施例ローラ１～６、及び比較例ローラ１～４は、φ２２の鉄材か
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らなる芯金２４ａを用い、弾性層２４ｂの厚みは４ｍｍとすることで、加圧ローラ２４の
製品外径としてはφ３０のものを使用した。なお、チューブとしては厚み３０μｍＰＦＡ
チューブを用いた。
【００７７】
　４－１）実施例ローラ１
　実施例ローラ１として、次のような加圧ローラ２４を製作した。
【００７８】
　付加反応型液状シリコーンゴム原液（Ｓ成分）に、フィラー（Ｆ成分）として、熱伝導
率が３００Ｗ／ｍ・Ｋであり、短軸長さが９μｍで、長軸長さが５００μｍの針状のピッ
チ系炭素繊維を、混合後の割合がＦ成分として１２ｖｏｌ％となるように混合し、芯金２
４ａ上の弾性層２４ｂとして形成した。また、離型層２４ｃとして厚みが３０μｍのＰＦ
Ａフッ素樹脂チューブを用いて形成し、弾性層２４ｂ上に得た。このようにして、本発明
の加圧部材である実施例ローラ１を得た。
【００７９】
　この実施例ローラ１の熱伝導率λは０．５Ｗ／ｍ・Ｋであり、ローラ硬度Ｈｓは４０°
であった。
【００８０】
　４－２）実施例ローラ２
　実施例ローラ２として、次のような加圧ローラ２４を製作した。
【００８１】
　付加反応型液状シリコーンゴム原液（Ｓ成分）に、フィラー（Ｆ成分）として、熱伝導
率が９００Ｗ／ｍ・Ｋであり、短軸長さが９μｍで、長軸長さが１００μｍの針状のピッ
チ系炭素繊維を、混合後の割合がＦ成分として２４ｖｏｌ％となるように混合し、芯金２
４ａ上の弾性層２４ｂとして形成した。また、離型層２４ｃを厚みが３０μｍのＰＦＡフ
ッ素樹脂チューブを用いて形成し、弾性層２４ｂ上の離型層２４ｃとして得た。このよう
にして、本発明の加圧部材である実施例ローラ２を得た。
【００８２】
　この実施例ローラ２の熱伝導率λは１．０Ｗ／ｍ・Ｋであり、ローラ硬度Ｈｓは６５°
であった。
【００８３】
　４－３）実施例ローラ３
　実施例ローラ３として、次のような加圧ローラ２４を製作した。
【００８４】
　付加反応型液状シリコーンゴム原液（Ｓ成分）に、フィラー（Ｆ成分）として、熱伝導
率が９００Ｗ／ｍ・Ｋであり、短軸長さが９μｍで、長軸長さが１５０μｍの針状のピッ
チ系炭素繊維を、混合後の割合がＦ成分として１５ｖｏｌ％となるように混合し、芯金２
４ａ上の弾性層２４ｂとして形成した。また、離型層２４ｃを厚みが３０μｍのＰＦＡフ
ッ素樹脂チューブを用いて形成し、弾性層２４ｂ上の離型層２４ｃとして得た。このよう
にして、本発明の加圧部材である実施例ローラ３を得た。
【００８５】
　この実施例ローラ３の熱伝導率λは０．６Ｗ／ｍ・Ｋであり、ローラ硬度Ｈｓは５６°
であった。
【００８６】
　４－４）実施例ローラ４
　実施例ローラ４として、次のような加圧ローラ２４を製作した。
【００８７】
　付加反応型液状シリコーンゴム原液（Ｓ成分）に、フィラー（Ｆ成分）として、熱伝導
率が９００Ｗ／ｍ・Ｋであり、短軸長さが９μｍで、長軸長さが１５０μｍの針状のピッ
チ系炭素繊維を、混合後の割合がＦ成分として２０ｖｏｌ％となるように混合し、芯金２
４ａ上の弾性層２４ｂとして形成した。また、離型層２４ｃを厚みが３０μｍのＰＦＡフ
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ッ素樹脂チューブを用いて形成し、弾性層２４ｂ上の離型層２４ｃとして得た。このよう
にして、本発明の加圧部材である実施例ローラ４を得た。
【００８８】
　この実施例ローラ４の熱伝導率λは０．８Ｗ／ｍ・Ｋであり、ローラ硬度Ｈｓは４２°
であった。
【００８９】
　４－５）実施例ローラ５
　実施例ローラ５として、次のような加圧ローラ２４を製作した。
【００９０】
　付加反応型液状シリコーンゴム原液（Ｓ成分）に、フィラー（Ｆ成分）として、熱伝導
率が９００Ｗ／ｍ・Ｋであり、短軸長さが９μｍで、長軸長さが１５０μｍの針状のピッ
チ系炭素繊維を、混合後の割合がＦ成分として２６ｖｏｌ％となるように混合し、芯金２
４ａ上の弾性層２４ｂとして形成した。また、離型層２４ｃを厚みが３０μｍのＰＦＡフ
ッ素樹脂チューブを用いて形成し、弾性層２４ｂ上の離型層２４ｃとして得た。このよう
にして、本発明の加圧部材である実施例ローラ５を得た。
【００９１】
　この実施例ローラ５の熱伝導率λは１．２Ｗ／ｍ・Ｋであり、ローラ硬度Ｈｓは６０°
であった。
【００９２】
　４－６）実施例ローラ６
　実施例ローラ６として、次のような加圧ローラ２４を製作した。
【００９３】
　付加反応型液状シリコーンゴム原液（Ｓ成分）に、フィラー（Ｆ成分）として、熱伝導
率が９００Ｗ／ｍ・Ｋであり、短軸長さが９μｍで、長軸長さが１５０μｍの針状のピッ
チ系炭素繊維を、混合後の割合がＦ成分として２５ｖｏｌ％となるように混合し、芯金２
４ａ上の弾性層２４ｂとして形成した。また、離型層２４ｃを厚みが３０μｍのＰＦＡフ
ッ素樹脂チューブを用いて形成し、弾性層２４ｂ上の離型層２４ｃとして得た。このよう
にして、本発明の実施例６である加圧ローラ２４を得た。
【００９４】
　この実施例ローラ６の熱伝導率λは１．１Ｗ／ｍ・Ｋであり、ローラ硬度Ｈｓは５７°
であった。
【００９５】
　４－７）比較例ローラ１
　比較例ローラ１として、次のような加圧ローラ２４を製作した。
【００９６】
　付加反応型液状シリコーンゴム原液（Ｓ成分）に、フィラー（Ｆ成分）として、熱伝導
率が３６Ｗ／ｍ・Ｋである球形アルミナ（平均粒子径＝１１μｍ）を、混合後の割合がＦ
成分として５２ｖｏｌ％となるように混合し、芯金２４ａ上の弾性層２４ｂとして形成し
た。また、離型層２４ｃを厚みが３０μｍのＰＦＡフッ素樹脂チューブを用いて形成し、
弾性層２４ｂ上の離型層２４ｃとして得た。このようにして、比較例ローラ１を得た。
【００９７】
　この比較例ローラ１の熱伝導率λは１．２Ｗ／ｍ・Ｋであり、ローラ硬度Ｈｓは７６°
であった。
【００９８】
　なお参考として、ベースのシリコーンゴムは、実施例ローラ１～６に用いたものよりも
極端に低硬度のものを用いてもなお、このようにローラ硬度は高いものしか得られなかっ
たことを付記しておく。
【００９９】
　４－８）比較例ローラ２
　比較例ローラ２として、次のような加圧ローラ２４を製作した。



(12) JP 4508692 B2 2010.7.21

10

20

30

40

50

【０１００】
　付加反応型液状シリコーンゴム原液（Ｓ成分）に、フィラー（Ｆ成分）として、熱伝導
率が３６Ｗ／ｍ・Ｋである球形アルミナ（平均粒子径＝１１μｍ）を、混合後の割合がＦ
成分として２４ｖｏｌ％となるように混合し、芯金２４ａ上の弾性層２４ｂとして形成し
た。また、離型層２４ｃを厚みが３０μｍのＰＦＡフッ素樹脂チューブを用いて形成し、
弾性層２４ｂ上の離型層２４ｃとして得た。このようにして、比較例ローラ２を得た。
【０１０１】
　この比較例ローラ２の熱伝導率λは０．３Ｗ／ｍ・Ｋであり、ローラ硬度Ｈｓは４０°
であった。
【０１０２】
　なお参考として、ベースのシリコーンゴムは、実施例ローラ１～６に用いたものよりも
極端に低硬度のものを用いて達成した硬度であったことを付記しておく。
【０１０３】
　４－９）比較例ローラ３
　比較例ローラ３として、次のような加圧ローラ２４を製作した。
【０１０４】
　付加反応型液状シリコーンゴム原液（Ｓ成分）に、フィラー（Ｆ成分）として、熱伝導
率が３６Ｗ／ｍ・Ｋである球形アルミナ（平均粒子径＝１１μｍ）を、混合後の割合がＦ
成分として４０ｖｏｌ％となるように混合し、芯金２４ａ上の弾性層２４ｂとして形成し
た。また、離型層２４ｃを厚みが３０μｍのＰＦＡフッ素樹脂チューブを用いて形成し、
弾性層２４ｂ上の離型層２４ｃとして得た。このようにして、比較例ローラ３を得た。
【０１０５】
　この比較例ローラ３の熱伝導率λは０．７Ｗ／ｍ・Ｋであり、ローラ硬度Ｈｓは６８°
であった。
【０１０６】
　４－９）比較例ローラ４
　比較例ローラ４として、次のような加圧ローラ２４を製作した。
【０１０７】
　付加反応型液状シリコーンゴム原液（Ｓ成分）に、フィラー（Ｆ成分）として、熱伝導
率が１０Ｗ／ｍ・Ｋである粉砕石英微粉末（平均粒子径＝５μｍ）を、混合後の割合がＦ
成分として１５ｖｏｌ％となるように混合し、芯金２４ａ上の弾性層２４ｂとして形成し
た。また、離型層２４ｃを厚みが３０μｍのＰＦＡフッ素樹脂チューブを用いて形成し、
弾性層２４ｂ上の離型層２４ｃとして得た。このようにして、比較例ローラ４を得た。
【０１０８】
　この比較例ローラ４の熱伝導率λは０．３Ｗ／ｍ・Ｋであり、ローラ硬度Ｈｓは５３°
であった。
【０１０９】
　４－１０）評価１～４
　上記の実施例ローラ１～６および比較例ローラ１～４について、次の評価１～４を行っ
た。
【０１１０】
　４－１０－１）　評価１
　加圧ローラ温度：ヒータ加熱温度を１９０℃にし、Ａ４縦サイズ紙（６４ｇ／ｍｍ２）
を３０枚／分にて連続５００枚通紙した時の非通紙部温度を測定した。
【０１１１】
　４－１０－２）　評価２
　加圧ローラ硬度低下：ヒータ加熱温度を１９０℃にし、Ａ４縦サイズ紙（６４ｇ／ｍｍ
２）を３０枚／分にて１５万枚通紙し、非通紙部昇温発生部におけるゴム硬度低下、ある
いは状態の評価。
【０１１２】
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　４－１０－３）　評価３
　高温オフセット：ヒータ加熱温度を１９０℃にし、Ａ４縦サイズ紙（６４ｇ／ｍｍ２）
を３０枚／分にて連続５００枚通紙し、その後Ａ３サイズ紙（６４ｇ／ｍｍ２）に文字パ
ターンを印字した場合の非通紙部昇温起因の端部高温オフセットを評価した。
【０１１３】
　４－１０－４）　評価４
　定着性：ヒータ加熱温度を１９０℃にして厚紙ラフ紙ＦｏｘＲｉｖｅｒＢｏｎｄ（９０
ｇ／ｍｍ２）に文字パターンを印字し、所定の擦り試験機にて紙へのトナーの定着具合を
評価した。
【０１１４】
　ここで、実施例ローラ１、実施例ローラ４、比較例ローラ２は製品硬度が低くニップ幅
が広いため、実際にトナー定着に必要なヒータ加熱温度は１７０℃であったため、上記の
評価１～４はヒータ加熱温度を１７０℃で行った。
【０１１５】
　実施例ローラ１～６および従来の加圧ローラである比較例ローラ１～４についての上記
評価１～４の評価結果を表１に示す。
【０１１６】
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【表１】

【０１１７】
　加圧ローラ２４の非通紙部温度は加圧ローラ２４の熱伝導率とニップ幅によって増減す
ることが筆者らの検討により得られており、熱伝導率が高くニップ幅が短いほうが温度が
低下する。熱伝導率が高いほど加圧ローラ２４への放熱が早くなり、ニップ幅が短いほう
が加圧ローラ２４への伝熱時間が短くなるため温度が低下する。
【０１１８】
　評価２の加圧ローラ硬度低下に関しては、比較例ローラ１と比較例ローラ２においてゴ
ムの破壊が見られた。比較例ローラ１は熱伝導率を高くして加圧ローラ非通紙部温度を低
下させても、極端に低硬度のゴムを用いたためにゴムの破壊に至ったものと考えられ、比
較例ローラ２においては熱伝導率が低いままで極端な低硬度ゴムを用いたために早期のゴ
ム破壊に至ったものを考えられる。比較例ローラ３、比較例ローラ４ではゴム破壊には至
らないもののゴムの軟化劣化が進んだ状態の場合に発生するチューブシワが見られた。実
施例ローラ１～６においてはゴム破壊、チューブシワ等の発生はなく実用的な硬度低下の
範囲であった。これは、実施例ローラ１～６の特徴である高熱伝導の針状フィラー２４ｄ
を用いたことで、実用的なゴムを用いつつ加圧ローラ２４の熱伝導率を０．５Ｗ／ｍ・Ｋ
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以上に設定することが可能となったためと考えられる。
【０１１９】
　評価３における高温オフセットに関しては、比較例ローラ４で非常に程度の悪いオフセ
ットが発生し、比較例ローラ２ではやや程度の悪いオフセットが発生した。実施例ローラ
１、実施例ローラ３では実用上問題無いレベルの非常に軽微なオフセットであり、実施例
ローラ４～６、比較例ローラ１、３においては加圧ローラ２４の熱伝導率が充分に高いた
め高温オフセットの発生は見られなかった。実施例ローラ３と比較例ローラ２では評価１
における加圧ローラ温度がほぼ等しいのにもかかわらず高温オフセットの発生に差が生じ
たのは、評価時におけるＡ４サイズ紙からＡ３サイズ紙への切換時に生じる本体の停止、
ヒータ加熱停止状態での空転時（後回転）での放熱の差、つまり加圧ローラ２４の熱伝導
率による差が生じたためと考えられる。
【０１２０】
　以上からわかるように、加圧ローラの熱伝導率としては、λ＞０．５Ｗ／ｍ・Ｋが好ま
しく、更に好ましくはλ＞０．８Ｗ／ｍ・Ｋであることがわかる。
【０１２１】
　評価４における定着性に関しては、硬度が極端に高すぎる比較例ローラ１では非常に程
度の悪い定着不良が発生し、実用範囲を超えて硬度の高い比較例ローラ３では程度の悪い
定着不良が発生した。また、実施例ローラ２では実用問題無いレベルではあるが軽微な定
着不良が見られ、それ以外の実施例ローラ１、実施例ローラ３～６、比較例ローラ２、比
較例ローラ４では定着性能は実用的な範囲で良好であった。
【０１２２】
　これは、トナー定着に必要なニップ幅が硬度が高すぎるために得られなかったことが原
因であり、製品硬度としては６５°以下が好ましく、より好ましくは６０°以下であるこ
とがわかる。
【０１２３】
　以上からわかるように、本実施例の特徴である高熱伝導性を有する針状フィラー２４ｄ
を用いる事で、従来では成し得ることが出来なかった実用的なゴムを用いつつ加圧ローラ
２４の熱伝導率を０．５Ｗ／ｍ・Ｋ以上、製品硬度を６５°以下に設定することが可能と
なり、結果として本発明の目的である加圧ローラ２４の耐久性能を維持しつつ、高熱伝導
化と低硬度化を図ることが可能となった。故に加圧ローラ２４の耐久性を維持しつつ非通
紙部昇温に起因する問題の無い画像形成装置を得ることができた。
【０１２４】
　更には、熱伝導率を０．８Ｗ／ｍ・Ｋ以上、製品硬度を６０°以下に設定することも可
能となり、更なる高画質の画像形成装置を得ることができた。
【０１２５】
　なお、熱伝導率を０．８Ｗ／ｍ・Ｋ以上、製品硬度を６０°以下にすることで画像形成
装置の更なる高速化にも対応可能となるのは言うまでもない。
【０１２６】
　（５）その他
　５－１）上記実施例におけるフィルム加熱方式の加熱定着装置６において、加熱体２２
はセラミックヒータに限られるものではない。例えば、ニクロム線等を用いた接触加熱体
等や、鉄板片等の電磁誘導発熱性部材等であってもよい。加熱体２２は必ずしも定着ニッ
プ部（圧接ニップ部）に位置していなくてもよい。
【０１２７】
　フィルム２３自体を電磁誘導発熱性の金属フィルムにした電磁誘導加熱方式の加熱定着
装置にすることもできる。
【０１２８】
　フィルム２３は複数本の懸架部材間に懸回張設して駆動ローラで回動駆動させる装置構
成にすることもできる。またフィルム２３は繰り出し軸にロール巻きにした有端の長尺部
材にして巻取り軸側に走行移動させる装置構成にすることもできる。
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　５－２）加熱装置はフィルム加熱方式に限られず、熱ローラ方式であってもよい。
【０１３０】
　５－３）加圧部材はローラ体に限られず、回動するエンドレスベルト体等の形態にする
こともできる。
【０１３１】
　５－４）像加熱装置は、実施例の加熱定着装置に限られず、その他、未定着画像を仮定
着する像加熱装置、画像を担持した記録媒体を再加熱してつや等の表面性を改質する像加
熱装置であってもよい。
【図面の簡単な説明】
【０１３２】
【図１】画像形成装置例の概略構成図
【図２】定着装置の概略構成図
【図３】加圧ローラの層構成模型図
【図４】柔軟で耐熱性のある材料に針状フィラーを含有させた弾性層の、針状フィラー分
散含有状態を示す拡大写真図
【符号の説明】
【０１３３】
　１‥‥感光ドラム、２‥‥帯電ローラ、３‥‥レーザービームスキャナ、４‥‥現像装
置、５‥‥転写ローラ、６‥‥定着装置、７‥‥クリーニング装置、８‥‥給紙ローラ、
９‥‥給紙カセット、１０‥ガイド、１１‥レジストローラ、１２‥搬送装置、１３‥搬
送ローラ、１４‥ガイド、１５‥排紙ローラ、１６‥排紙トレイ、２１‥フィルムガイド
部材、２２‥加熱体、２３‥フィルム、２４‥加圧ローラ

【図１】 【図２】
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【図４】
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